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(57)【要約】
　本発明は、ヨウ素を利用する抗菌性材料におけるヨウ素の有効利用を可能とする手段を
提供することを目的とする。本発明の一形態によれば、ヨウ素系化合物（Ａ）と、ヨウ素
系酸化剤（Ｂ）と、酸化合物（Ｃ）と、を含み、前記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素
系酸化剤（Ｂ）との含有量の質量比が（Ｂ）／（Ａ）＝１～１０００である、抗菌性組成
物が提供される。また、本発明の他の形態によれば、固体基材と、前記固体基材の内部ま
たは表面に保持された、ヨウ素系化合物（Ａ）、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）、および酸化合物
（Ｃ）と、を含み、前記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量の
質量比が（Ｂ）／（Ａ）＝１～１０００である、抗菌性材料が提供される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヨウ素系化合物（Ａ）と、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）と、酸化合物（Ｃ）と、を含み、前記
ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量の質量比が（Ｂ）／（Ａ）
＝１～１０００である、抗菌性組成物。
【請求項２】
　前記ヨウ素系化合物（Ａ）の含有量が、組成物の全量に対して０．００１～１０質量％
である、請求項１に記載の抗菌性組成物。
【請求項３】
　前記ヨウ素系化合物（Ａ）がヨウ化物塩である、請求項１または２に記載の抗菌性組成
物。
【請求項４】
　前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が、次亜ヨウ素酸塩、ヨウ素酸塩、または過ヨウ素酸塩であ
る、請求項１～３のいずれか１項に記載の抗菌性組成物。
【請求項５】
　ヨウ素と複合体を形成しうる化合物をさらに含む、請求項１～４のいずれか１項に記載
の抗菌性組成物。
【請求項６】
　前記ヨウ素と複合体を形成しうる化合物がシクロデキストリンである、請求項５に記載
の抗菌性組成物。
【請求項７】
　前記シクロデキストリンが、ヨウ素を包接してなるシクロデキストリン－ヨウ素包接化
合物の形態で含まれる、請求項６に記載の抗菌性組成物。
【請求項８】
　水をさらに含む、請求項１～７のいずれか１項に記載の抗菌性組成物。
【請求項９】
　固体基材と、
　前記固体基材の内部または表面に保持された、ヨウ素系化合物（Ａ）、ヨウ素系酸化剤
（Ｂ）、および酸化合物（Ｃ）と、
を含み、前記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量の質量比が（
Ｂ）／（Ａ）＝１～１０００である、抗菌性材料。
【請求項１０】
　前記ヨウ素系化合物（Ａ）の含有量が、抗菌性材料の全量に対して０．００００１～２
０質量％である、請求項９に記載の抗菌性材料。
【請求項１１】
　前記ヨウ素系化合物（Ａ）がヨウ化物塩である、請求項９または１０に記載の抗菌性材
料。
【請求項１２】
　前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が、次亜ヨウ素酸塩、ヨウ素酸塩、または過ヨウ素酸塩であ
る、請求項９～１１のいずれか１項に記載の抗菌性材料。
【請求項１３】
　ヨウ素と複合体を形成しうる化合物が、前記固体基材にさらに保持されてなる、請求項
９～１２のいずれか１項に記載の抗菌性材料。
【請求項１４】
　前記ヨウ素と複合体を形成しうる化合物がシクロデキストリンである、請求項１３に記
載の抗菌性材料。
【請求項１５】
　前記シクロデキストリンが、ヨウ素を包接してなるシクロデキストリン－ヨウ素包接化
合物の形態で前記固体基材に保持されてなる、請求項１４に記載の抗菌性材料。
【請求項１６】
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　前記固体基材を構成する材料が、紙、織布、または不織布である、請求項９～１５のい
ずれか１項に記載の抗菌性材料。
【請求項１７】
　前記固体基材がシート状基材または粒状基材である、請求項９～１６のいずれか１項に
記載の抗菌性材料。
【請求項１８】
　前記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）とが、別々の固体基材に保持さ
れてなる、請求項９～１７のいずれか１項に記載の抗菌性材料。
【請求項１９】
　前記酸化合物（Ｃ）が、前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が保持された固体基材に保持されて
なる、請求項９～１８のいずれか１項に記載の抗菌性材料。
【請求項２０】
　第１のシート状基材に、前記ヨウ素系化合物（Ａ）が保持されてなる、第１のシート状
材料と、
　第２のシート状基材に、前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）および前記酸化合物（Ｃ）が保持さ
れてなる、第２のシート状材料と、
が積層されてなる、請求項１９に記載の抗菌性材料。
【請求項２１】
　第１の粒状基材に、前記ヨウ素系化合物（Ａ）が保持されてなる、第１の粒状材料と、
　第２の粒状基材に、前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）および前記酸化合物（Ｃ）が保持されて
なる、第２の粒状材料と、
が混合されてなる、請求項１９に記載の抗菌性材料。
【請求項２２】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の抗菌性組成物、または請求項９～２１のいずれか
１項に記載の抗菌性材料を含む、敷物用、浸漬用、フィルタ用、拭き取り用、噴霧用、ま
たは充填用の抗菌剤。
【請求項２３】
　溶媒にヨウ素系化合物（Ａ）を溶解させた溶液に、第１のシート状基材を浸漬させて、
前記第１のシート状基材に前記ヨウ素系化合物（Ａ）を保持させる工程と、
　溶媒にヨウ素系酸化剤（Ｂ）および酸化合物（Ｃ）を溶解させた溶液に、第２のシート
状基材を浸漬させて、前記第２のシート状基材に前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）および前記酸
化合物（Ｃ）を保持させる工程と、
　前記第１のシート状基材および前記第２のシート状基材を乾燥させる工程と、
　前記第１のシート状基材および前記第２のシート状基材を積層する工程と、
を有する、シート状抗菌性材料の製造方法。
【請求項２４】
　溶媒にヨウ素系化合物（Ａ）を溶解させた溶液に、第１の粒状基材を浸漬させて、前記
第１の粒状基材に前記ヨウ素系化合物（Ａ）を保持させる工程と、
　溶媒にヨウ素系酸化剤（Ｂ）および酸化合物（Ｃ）を溶解させた溶液に、第２の粒状基
材を浸漬させて、前記第２の粒状基材に前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）および前記酸化合物（
Ｃ）を保持させる工程と、
　前記第１の粒状基材および前記第２の粒状基材を乾燥させる工程と、
　前記第１の粒状基材および前記第２の粒状基材を混合する工程と、
を有する、粒状抗菌性材料の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、抗菌性組成物および抗菌性材料に関する。詳細には、本発明は、ヨウ素を含
有する抗菌性組成物および抗菌性材料に関する。
【背景技術】



(4) JP WO2006/123784 A1 2006.11.23

10

20

30

40

50

【０００２】
　我々の生活空間には、種々の細菌やカビ等の微生物が存在している。これらの微生物は
、食物の腐敗や悪臭の発生の原因となって、我々に不快感を与えることがある。また、人
体に対しては、食中毒を初めとして種々の疾病を引き起こす原因となる。衛生的な生活を
送るためには、これらの微生物の増殖を抑制し、またはこれらの微生物を除去することが
重要である。
【０００３】
　かかる観点から、従来、清潔な生活空間を提供することを目的として、種々の提案がな
されている。その一つとして、ヨウ素が注目を集めている。これは、ヨウ素が広範な抗菌
スペクトルを有する一方で、ヒトに対する安全性も高く、優れた抗菌性を有していること
による。
【０００４】
　しかしながら、ヨウ素は常温においても昇華しやすい。このため、ヨウ素を単体のまま
抗菌や消臭といった用途に用いると、ヨウ素の昇華によって充分な効果が得られないとい
う問題がある。
【０００５】
　このような欠点を補うべく、ヨウ素の揮発性の低減などを目的として、種々のヨードホ
ールが提案されている（例えば、特公昭６０－１９７６２号公報、米国特許第２７３９９
２２号明細書、米国特許第３０２８３００号明細書、および特開昭５１－８８６２５号公
報を参照）。ヨードホールの具体例として、特公昭６０－１９７６２号公報には、担体で
あるキトサンとヨウ素との複合体が開示されている。また米国特許第２７３９９２２号明
細書および米国特許第３０２８３００号明細書には、担体であるポリビニルピロリドン（
ＰＶＰ）とヨウ素との複合体（以下、「ポビドンヨード」とも称する）が開示されている
。そして特開昭５１－８８６２５号公報には、ヨウ素原子がシクロデキストリンに包接さ
れてなるヨウ素－シクロデキストリン包接化合物（以下、「ＣＤＩ」とも称する）が開示
されている。
【０００６】
　そして、これらのヨードホールを基材に保持させることにより基材に抗菌性を付与し、
抗菌性材料とする試みがなされている。例えば、特開２００１－８９９７４号公報には、
ポビドンヨードが所定のポリマーとともに繊維表面に保持されてなる繊維基材が開示され
ている。また、特開昭５１－１００８９２号公報には、ヨウ素のβ－シクロデキストリン
包接物を設けてなる殺菌、防腐包装紙が開示されている。
【０００７】
　特開２００１－８９９７４号公報および特開昭５１－１００８９２号公報に記載の技術
のように、ヨードホールの形態でヨウ素を繊維基材に保持させれば、ヨウ素を単体で用い
る場合と比較してヨウ素の昇華が抑制され、抗菌や消臭といった効果の持続性は向上しう
る。
【０００８】
　なお、特開昭６３－２２５３０８号公報および特開平２－１１０号公報には、ヨウ素担
体、ヨウ化物、酸化剤および粉末酸および必要により粉末酸と反応して発泡する性質をも
つ粉末塩基を含有する固形ヨードホール組成物（製剤）が開示されている。これらの技術
によれば、製造が簡単で、安定な固形ヨードホール組成物（製剤）が提供されうる。
【発明の開示】
【０００９】
　しかしながら、ヨードホールが基材に保持されてなる抗菌性材料（例えば、シート状抗
菌性材料）においても、やはり一定量のヨウ素が基材表面から昇華し、基材に保持される
ヨウ素濃度は逓減する。その結果、抗菌作用も経時的に逓減し、ひいては抗菌作用が消失
してしまう場合もあった。なお、基材表面からヨウ素が昇華しうることは、前記文献６に
記載の包装紙の殺菌や防腐のメカニズムが、包装物空間中に放出された昇華ヨウ素（Ｉ２

）を介するものであることからも明らかである。
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【００１０】
　ところで、上記のヨードホールにおいては、ヨウ素が三ヨウ化物イオン（Ｉ３

－）や五
ヨウ化物イオン（Ｉ５

－）の形態で含有されていると考えられている。
【００１１】
　ヨードホール中にかようなイオンの形態で含有されるヨウ素が、汚染物などとの接触に
より殺菌作用を発揮する際には、当該汚染物中の細菌、真菌、原虫、ウイルスといった微
生物や、有機物などとの反応によりこれらのイオンが還元され、ヨウ化物イオン（Ｉ－）
が生成する。
【００１２】
　しかしながら、かようなヨウ化物イオン（Ｉ－）が再度ヨードホールの担体（例えば、
ポリビニルピロリドンやシクロデキストリン）に取り込まれてヨードホールを再生するこ
とはほとんどなく、一定時間経過後には抗菌活性が消失してしまう。一方で、充分な効果
を得る目的で製剤に高濃度のヨードホールを添加すると、抗菌性材料がヨウ素色を呈し、
「抗菌性」と銘打った商品に適用するには外観上問題がある。また、使用時においても、
被処理物に対してヨウ素色が付着したり、被処理物の腐食が生じたりする虞がある。しか
しながら、このような問題があっても、抗菌性材料を一定期間の使用に処するためには、
外観や腐食の問題は度外視して最初から効果発現に必要な量に比べて過剰量のヨウ素（Ｉ

２）を存在させる必要があった。
【００１３】
　従って、ヨウ素を利用する抗菌性材料において、含まれるヨウ素を有効に利用し、低濃
度のヨウ素を長期間に亘って維持するための技術の開発が望まれているのが現状である。
【００１４】
　そこで本発明は、ヨウ素を利用する抗菌性材料におけるヨウ素の有効利用を可能とする
手段を提供することを目的とする。
【００１５】
　本発明者らは、上記の課題を解決すべく、鋭意研究を行った。その過程で、ヨウ素酸塩
のようなヨウ素系酸化剤を、ヨウ化物塩のようなヨウ素系化合物に対して過剰量共存させ
ると、ヨウ素が抗菌性を発揮した後に生成するＩ－からＩ３

－やＩ５
－を再生でき、さら

には、ヨウ素系酸化剤をヨウ素の供給源としても作用させうることを知得した。さらには
、添加するヨウ素系化合物の量に呼応して生成および再生するＩ３

－およびＩ５
－の量が

決定されることを利用して、少量のヨウ素系化合物を添加することにより低濃度のヨウ素
（Ｉ３

－およびＩ５
－）を長期間に亘って安定的に保ちうることを知得した。すなわち、

かような構成とすることにより、ヨウ素の有効利用が図られることを見出し、本発明を完
成させるに至ったのである。なお、上述した特開昭６３－２２５３０８号公報および特開
平２－１１０号公報に記載の固形ヨードホール組成物（製剤）においては、ヨウ素系の酸
化剤を必須とする後述の知見については述べられておらず、ヨウ素系酸化剤はヨウ化物イ
オン（Ｉ－）を酸化するために列挙された多数の酸化剤の一例として記載されているに過
ぎない。一方、仮に本発明の抗菌性組成物や抗菌性材料においてヨウ素系酸化剤以外の酸
化剤を用いた場合には、共存する少量のヨウ素系化合物が瞬時に全て酸化されて反応が終
了し、短時間でＩ３

－およびＩ５
－が消費された後はこれらの再生もなされないため、抗

菌性組成物や抗菌性材料の寿命が尽き、本発明の作用効果は全く得られない。さらに、上
記文献に記載の実施例においてはいずれもヨウ素系酸化剤の含有量がヨウ素系化合物（ヨ
ウ化物）の含有量よりも少ないことから、ヨウ素を有効利用するといった本願発明の作用
効果はほとんど期待できない。
【００１６】
　具体的には、本発明の一形態によれば、ヨウ素系化合物（Ａ）と、ヨウ素系酸化剤（Ｂ
）と、酸化合物（Ｃ）と、を含み、前記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ
）との含有量の質量比が（Ｂ）／（Ａ）＝１～１０００である、抗菌性組成物が提供され
る。
【００１７】
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　また、本発明の他の形態によれば、固体基材と、前記固体基材の内部または表面に保持
された、ヨウ素系化合物（Ａ）、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）、および酸化合物（Ｃ）と、を含
み、前記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量の質量比が（Ｂ）
／（Ａ）＝１～１０００である、抗菌性材料が提供される。ここで、前記固体基材はシー
ト状基材または粒状基材であることが好ましい。さらに、上記の抗菌性組成物や抗菌性材
料は、敷物用、浸漬用、フィルタ用、拭き取り用、噴霧用、または充填用の抗菌剤として
用いられうる。
【００１８】
　本発明のさらに他の目的、特徴および特質は、以後の説明および添付図面に例示される
好ましい実施の形態を参酌することによって、明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】第２実施形態の抗菌性材料の好ましい一実施形態を示す断面図である。
【００２０】
【図２】積層型のシート状抗菌性材料である、第２実施形態の抗菌性材料の好ましい位置
実施形態を示す断面図である。
【００２１】
【図３】第２実施形態の積層型のシート状抗菌性材料を製造する様子を示す図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　（第１実施形態）
　本発明の一形態によれば、ヨウ素系化合物（Ａ）と、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）と、酸化合
物（Ｃ）と、を含み、前記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量
の質量比が（Ｂ）／（Ａ）＝１～１０００である、抗菌性組成物が提供される。なお、本
発明において「抗菌性」とは、ヨウ素により微生物の増殖が抑制されることを意味する概
念である。この概念には、ヨウ素により微生物が殺滅される殺菌作用と、ヨウ素により微
生物の生存状態は維持されるものの増殖は抑えられる静菌作用とのいずれもが含まれる。
本形態の抗菌性組成物や後述する抗菌性材料により増殖が抑制される微生物は特に制限さ
れず、細菌以外にもウイルスや真菌などが含まれる。
【００２３】
　以下、本形態の好ましい実施形態を、構成成分ごとに詳細に説明するが、本発明の技術
的範囲が下記の具体的な形態のみに限定されることはない。
【００２４】
　［ヨウ素系化合物（Ａ）］
　本形態の抗菌性組成物は、第１に、ヨウ素系化合物（Ａ）を含む。ここで、「ヨウ素系
化合物」とは、水分や有機溶媒、場合によっては空気などと接触してヨウ化物イオン（Ｉ
－）を生成しうる化合物を意味する。このＩ－は、後に詳述するヨウ素系酸化剤１４の作
用によりＩ３

－やＩ５
－へと酸化され、抗菌作用を発揮するようになる。ただし、後述す

るヨウ素系酸化剤（Ｂ）に含まれる化合物は、当該ヨウ素系化合物（Ａ）の概念には含ま
ないものとする。
【００２５】
　ヨウ素系化合物（Ａ）の具体的な種類については、上述の作用を示す化合物であればよ
く、特に制限はない。一例としては、ヨウ化カリウム（ＫＩ）やヨウ化ナトリウム（Ｎａ
Ｉ）等のヨウ化物塩などが挙げられる。なお、場合によっては、ヨウ素分子の単体（Ｉ２

）をヨウ素系化合物（Ａ）として用いてもよい。また、これらのヨウ素系化合物（Ａ）は
、１種のみが単独で用いられてもよいし、２種以上が併用されてもよい。
【００２６】
　［ヨウ素系酸化剤（Ｂ）］
　本形態の抗菌性組成物は、第２に、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）を含む。ここで、「ヨウ素系
酸化剤」とは、上記のヨウ素系化合物（Ａ）から生成したＩ－をＩ３

－やＩ５
－へと酸化
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しうる活性種を生成しうる化合物を意味する。前記活性種の具体例としては、例えば、次
亜ヨウ素酸イオン（ＩＯ－）、ヨウ素酸イオン（ＩＯ３

－）、および過ヨウ素酸イオン（
ＩＯ４

－）が挙げられる。これらのイオンは、水分との接触により濃度の増加したＩ－を
酸化してＩ３

－やＩ５
－に変換する。この機構を詳細に説明すると、Ｉ－は、各活性種の

作用により、下記化学反応式（１）～（３）：
【００２７】
【化１】

【００２８】
に従ってヨウ素分子（Ｉ２）に酸化され、さらに、水中の他のＩ－との反応により、Ｉ３
－やＩ５

－を生じる。このようにして生成したＩ３
－やＩ５

－は、再び抗菌作用を発揮し
うる。すなわち、ヨウ素の有効利用が図られるのである。さらに、再生されるＩ３

－やＩ

５
－の量はＩ－の量に依存するため、本形態の抗菌性組成物によればＩ３

－やＩ５
－の量

を終始低濃度に保つことが可能である。その結果、抗菌性組成物の長寿命化が可能となり
、腐蝕性や色調の問題からも開放されうる。なお、上記のメカニズムはあくまでも推測に
過ぎず、上記以外のメカニズムによって本発明の作用効果が得られているとしても、本発
明の技術的範囲は何ら影響を受けることはない。
【００２９】
　なお、本発明において、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）は上記活性種の供給源として機能するの
みならず、上記の反応式（１）～（３）の反応を通じて、ヨウ素の供給源としても機能す
る。よって本発明によれば、ヨウ素を含む化合物を、ヨウ化物イオンを酸化してヨウ素分
子を生成させるための酸化剤として採用することにより、ヨウ素の有効利用という本発明
の作用効果がより一層発揮されうる。なお、ヨウ素系酸化剤以外の酸化剤を用いた場合に
は、これらの効果が得られないことは上述した通りである。
【００３０】
　ヨウ素系酸化剤（Ｂ）の具体的な種類についても特に制限はなく、水分との接触により
上記の活性種を生成しうる化合物であればよい。一例としては、次亜ヨウ素酸（ＨＩＯ）
、ヨウ素酸（ＨＩＯ３）、パラ過ヨウ素酸（ＨＩＯ４）、過ヨウ素酸（Ｈ５ＩＯ６）等の
ヨウ素酸類、前記ヨウ素酸類の金属塩（例えば、ナトリウム塩、カリウム塩等）、Ｉ（Ｉ
Ｏ３）３等のヨウ素塩、および、亜ヨウ素酸（Ｉ２Ｏ）、三酸化ヨウ素（Ｉ２Ｏ３）、五
酸化ヨウ素（Ｉ２Ｏ５）、七酸化ヨウ素（Ｉ２Ｏ７）、四酸化ヨウ素（ＩＯ４）等のヨウ
素酸化物が挙げられる。なお、これらのヨウ素系酸化剤（Ｂ）は、１種のみが単独で用い
られてもよいし、２種以上が併用されてもよい。
【００３１】
　［酸化合物（Ｃ）］
　化学反応式（１）～（３）からわかるように、Ｉ－からＩ３

－やＩ５
－が生成するメカ

ニズムにおいては、水素イオンが消費される。従って、本形態の抗菌性組成物が水分と接
触した際にＩ３

－やＩ５
－が生成するためには、上記メカニズムが進行するために、本形

態の抗菌性組成物と接触した水分が、酸性を示す必要がある。このため、本形態の抗菌性
組成物は、第３に、酸化合物（Ｃ）を含む。ここで、「酸化合物」とは、水分との接触に
より当該水分を酸性としうる化合物を意味する。例えば、酸のほか、強酸と弱塩基との塩
などが挙げられる。酸化合物の具体例についても特に制限はないが、一例を挙げると、酸
としては、クエン酸一水和物、コハク酸、リンゴ酸、シュウ酸、酒石酸などが挙げられる
。これらの水和物などの誘導体が用いられてもよい。また、酸以外の酸化合物としては、
塩化アンモニウム、硫酸アンモニウム、ヨウ化アンモニウム等の強酸と弱塩基との塩のほ
か、酸性塩である硫酸水素ナトリウム、リン酸二水素カリウム、塩基性塩である塩化水酸
化マグネシウムなどが用いられうる。なお、これらの酸化合物（Ｃ）は、１種のみが単独
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で用いられてもよいし、２種以上が併用されてもよい。
【００３２】
　以上、本形態の抗菌性組成物に含まれる各成分の具体的な構成を説明したが、抗菌性組
成物における各成分の含有量は特に制限されず、上記の化学反応式（１）～（３）におけ
る化学量論比や製造手法、添加剤の有無などを考慮することにより、適宜調節されうる。
ただし、本形態の抗菌性組成物においては、ヨウ素系化合物（Ａ）とヨウ素系酸化剤（Ｂ
）との含有量の比が所定の範囲内の値に制御される。具体的には、ヨウ素系化合物（Ａ）
とヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量の質量比が、（Ｂ）／（Ａ）＝１～１０００となるよ
うに制御される。このように、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）の含有量がヨウ素系化合物（Ａ）の
含有量以上となるように、各成分の含有量が制御されると、上記のメカニズムが良好に進
行し、組成物中に含まれるヨウ素が有効に利用されうる。また、好ましくは（Ｂ）／（Ａ
）＝５～２００であり、より好ましくは（Ｂ）／（Ａ）＝１０～１００である。ここで、
（Ｂ）／（Ａ）の値が小さすぎると、上記化学反応式（１）～（３）で表される反応が進
む回数が減少する結果、ヨウ素の再生が短期間で終了してしまい、ヨウ素の有効利用を図
るという本願発明の作用効果が十分に得られない虞がある。
【００３３】
　なお、抗菌性組成物に含まれる各成分のそれぞれの含有量は、上記の規定を満足する限
り特に制限されない。ただし、好ましい形態において、ヨウ素系化合物（Ａ）の含有量は
、酸化されて生じたヨウ素が抗菌作用を発現するのに十分な量であればよく、組成物の全
量に対して、好ましくは０．００１～１０質量％であり、より好ましくは０．００５～５
質量％であり、さらに好ましくは０．０１～３質量％である。また、ヨウ素系酸化剤（Ｂ
）の含有量については、ヨウ素系化合物（Ａ）との質量比が上述の範囲内の値となるよう
に制御し、さらに酸化合物（Ｃ）については、全てのヨウ素系酸化剤（Ｂ）を反応させる
のに十分な量を用いればよい。従って、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）の含有量は、組成物の全量
に対して、好ましくは１～９５質量％であり、より好ましくは５～９０質量％であり、さ
らに好ましくは１０～８０質量％である。また、酸化合物（Ｃ）の含有量は、組成物の全
量に対して、好ましくは１～９５質量％であり、より好ましくは５～９０質量％であり、
さらに好ましくは１０～８０質量％である。ここで、ヨウ素系化合物（Ａ）の含有量が多
すぎると、ヨウ素の初期量および再生量（すなわち、ヨウ素濃度の維持量）が多くなりす
ぎ、腐蝕性や色調の改善、低濃度でのヨウ素の安定化といった本発明の作用効果が十分に
発揮されない虞がある。一方、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）の含有量が多すぎると、ヨウ素系酸
化剤（Ｂ）を全て消費するのに必要な酸化合物（Ｃ）の量が増加することとなり、抗菌性
組成物の酸性度が過度に上昇してしまう虞がある。なお、後述する種々の添加剤を添加す
ると、抗菌性組成物中の必須成分である（Ａ）～（Ｃ）の含有量が上述した範囲から外れ
る場合もありうるが、かような場合であっても本発明の技術的範囲に包含されうる。
【００３４】
　なお、特開２０００－５０７２１７号公報、特開昭５９－２０２２４８号公報、特開昭
５６－９９４１９号公報、特開昭５３－１４８５４０号公報などにも、ヨウ素系化合物、
ヨウ素系酸化剤および酸化合物を含む殺菌性の組成物が開示されている。しかしながら、
これらの文献に記載の技術において、ヨウ素系酸化剤は、別途添加したヨウ素やヨードホ
ールを安定化させる目的で添加されているのであって、少量のヨウ素系化合物と大量のヨ
ウ素系酸化剤との組み合わせによって、Ｉ３

－やＩ５
－を低濃度に維持するという本願の

目的および作用効果については、何ら開示も示唆もない。しかも、これらの文献に記載の
発明は、酸化剤としてヨウ素系酸化剤以外のものを用いても同様の効果が期待できるもの
であり、ヨウ素系酸化剤は他の酸化剤と並列的に記載されているに過ぎない。
【００３５】
　本形態の抗菌性組成物は、必要に応じて他の添加剤をさらに含んでもよい。他の添加剤
の具体的な形態についても特に制限はなく、従来公知の知見が適宜参照されうる。好まし
い添加剤としては、例えば、ヨウ素と複合体を形成しうる化合物が挙げられる。ヨウ素と
複合体を形成しうる化合物としては、例えば、シクロデキストリン（ＣＤ）、ポリビニル



(9) JP WO2006/123784 A1 2006.11.23

10

20

30

40

50

ピロリドン（ＰＶＰ）、グリシンなどが挙げられる。これらの化合物を添加することによ
り、ヨウ素の昇華性や腐蝕性が緩和される。なかでも、好ましくはシクロデキストリンが
含まれる。シクロデキストリンの添加は、上述の効果に加えて、汚染物中の各種の化合物
を自身の環状構造中に包接することによる消臭効果をもたらす。「シクロデキストリン」
とは、Ｄ－グルコースがα－１，４結合により環状に結合した化合物である。シクロデキ
ストリンは、自身を構成するＤ－グルコースの数によって、α－シクロデキストリン（６
個）、β－シクロデキストリン（７個）、およびγ－シクロデキストリン（８個）に大き
く分類される。本形態の抗菌性組成物においては、これらのうちのいずれが用いられても
よい。
【００３６】
　シクロデキストリンの具体的な形態については特に制限はなく、従来公知の形態が適宜
採用されうる。上記の３種のシクロデキストリンのみならず、これらの誘導体が用いられ
ても、勿論よい。シクロデキストリンの誘導体の例としては、アルキル化（メチル化、エ
チル化、プロピル化、イソプロピル化、ブチル化など）、モノアセチル化、トリアセチル
化、モノクロロトリアジニル化されたものが例示される。シクロデキストリンの具体例と
しては、例えば、ＣＡＶＡＭＡＸ（登録商標）シリーズやＣＡＶＡＳＯＬ（登録商標）シ
リーズとして市販されるもの（いずれも、ワッカー社製）が挙げられる。また、デキシー
パールやイソエリート（株式会社横浜国際バイオ研究所製）として市販されるマルトシル
基置換型シクロデキストリンのような他のシクロデキストリンが用いられてもよい。なお
、これらのシクロデキストリンは、１種のみが単独で用いられてもよいし、２種以上が併
用されてもよい。
【００３７】
　上述したように、抗菌性組成物中に含まれるシクロデキストリンは、汚染物中の各種の
化合物を自身の環状構造中に包接することにより、消臭作用を発揮しうる。また、本形態
において、シクロデキストリンは、上記のメカニズムによって生成したＩ３

－やＩ５
－を

包接することによって、ヨードホールの１種であるヨウ素－シクロデキストリン包接化合
物（ＣＤＩ）を生成しうる。従って、Ｉ３

－やＩ５
－が分解することでＩ２となり、昇華

してしまう虞が低減され、抗菌性組成物の使用時における抗菌持続性の向上が期待される
。また、場合によっては、本形態の抗菌性組成物において、シクロデキストリンの一部ま
たは全部が、当初からヨウ素を包接してなるシクロデキストリン－ヨウ素包接化合物の形
態で含まれてもよい。なお、本形態の抗菌性組成物がヨウ素と複合体を形成しうる化合物
を含む場合、当該ヨウ素と複合体を形成しうる化合物の含有量は特に制限されないが、組
成物の全量に対して、好ましくは０～９０質量％であり、より好ましくは０～８０質量％
であり、さらに好ましくは０～７０質量％である。
【００３８】
　また、本形態の抗菌性組成物は、必要であれば、公知の抗生物質や合成抗菌剤などを含
んでもよい。公知の抗生物質としては、例えば、ペニシリン系、セフェム系、カルバペネ
ム系、モノバクタム系抗生物質等のβ－ラクタム系抗生物質；アミノグリコシド系抗生物
質；マクロライド系抗生物質；テトラサイクリン系抗生物質；クロラムフェニコール；リ
ンコマイシン；ホスホマイシン；ペプチド系抗生物質；および抗真菌性抗生物質等が例示
される。また、合成抗菌剤としては、ナリジクス酸、ニューキノロン系抗菌剤、およびア
ゾール系抗真菌剤等が例示される。なお、これらのみに制限されず、外用剤や消毒剤とし
て用いられる種々の化合物が添加剤として添加されうる。場合によっては、抗ウイルス剤
が添加されてもよい。また、例示した添加剤は、１種のみが単独で用いられてもよく、２
種以上が併用されてもよい。
【００３９】
　本形態の抗菌性組成物は、上述した（Ａ）～（Ｃ）の必須成分および必要に応じた添加
剤が混合されてなる粉末状組成物であってもよいし、水をさらに含んだ水溶液状の組成物
であってもよい。水溶液の形態によれば、取扱いや保存が簡便となったり、噴霧や散布な
どによって使用されうるため適用可能な範囲が広がるという利点が得られる。なお、本形
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態の組成物が水をさらに含む場合、水の添加量は特に制限されないが、水以外の成分の全
量に対して、好ましくは１～２０００質量倍、より好ましくは２～１０００質量倍、さら
に好ましくは２０～５００質量倍である。ただし、これらの範囲を外れる形態が採用され
ても、勿論よい。
【００４０】
　なお、本形態の抗菌性組成物の製造方法は特に制限されず、粉末状組成物や水溶液状の
組成物の製造に関する従来公知の知見が適宜参照されうる。例えば粉末状組成物を製造し
たい場合には、組成物の構成成分を準備し、準備した各成分を適宜造粒または粉砕して所
望の粒径とし、混合機などにより均質に混合するという手法が用いられうる。場合によっ
ては、混合と同時に造粒や粉砕が行われてもよい。また、水溶液状の組成物を製造したい
場合には、組成物の構成成分の所定量を秤量し、水に添加して、撹拌により溶解させると
いう手法が用いられうる。ただし、上述した手法以外の手法が用いられても、勿論よい。
【００４１】
　（第２実施形態）
　本発明の他の形態によれば、固体基材と、前記固体基材の内部または表面に保持された
、ヨウ素系化合物（Ａ）、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）、および酸化合物（Ｃ）と、を含み、前
記ヨウ素系化合物（Ａ）と前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量の質量比が（Ｂ）／（Ａ
）＝１～１０００である、抗菌性材料が提供される。
【００４２】
　以下、本形態の好ましい実施形態を図面を用いて説明する。ただし、本発明の技術的範
囲は、下記の形態や図示する形態によって制限されることはない。例えば、以下の説明で
は、固体基材としてシート状基材が用いられたシート状抗菌性材料を例に挙げて本形態の
抗菌性材料を詳細に説明するが、かような形態のみに制限されず、後述するような粒状基
材が固体基材として用いられた粒状抗菌性材料もまた、本発明の技術的範囲に含まれる。
【００４３】
　図１は、本形態の抗菌性材料の好ましい一実施形態を示す断面図である。図１に示す形
態の抗菌性材料は、シート状抗菌性材料１０である。すなわち、固体基材としてシート状
基材１２が用いられている。図１に示すシート状抗菌性材料１０は、シート状基材１２の
内部に、ヨウ素系化合物（Ａ）１４、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）１６、および酸化合物（Ｃ）
１８が保持されてなる構成を有する。なお、図１に示す形態において、各成分はシート状
基材１２の内部のみに保持されているが、かような形態のみには制限されない。例えば、
上記の各成分がシート状基材１２の表面のみに保持される形態や、シート状基材１２の内
部および表面の双方に保持される形態もまた、採用されうる。また、各成分がシート状基
材１２の表面に保持される場合には、シート状基材１２の片面のみに保持されてもよいし
、シート状基材１２の両面に保持されてもよい。
【００４４】
　［シート状基材］
　図１に示す形態のシート状抗菌性材料１０は、固体基材として、シート状基材１２を備
える。
【００４５】
　シート状基材１２の具体的な形態は、特に制限されない。本形態のシート状抗菌性材料
１０に用いられるシート状基材１２の構成材料としては、例えば、紙、織布、不織布等が
挙げられる。紙には、和紙、濾紙、画用紙、上質紙、ダンボール紙、ボール紙、再生紙、
合成紙、白板紙、黄板紙、チップボール、色板紙、建材原紙、台紙、薄葉紙、感熱紙、化
繊紙等が含まれる。織布および不織布の原料としては、有機繊維および無機繊維のいずれ
が用いられてもよい。ここで、有機繊維には、植物繊維、動物繊維、再生繊維、半合成繊
維および合成繊維等が含まれる。また、無機繊維には、ガラス繊維、炭素繊維、セラミッ
ク繊維等が含まれる。さらに、植物繊維としては、木材パルプ、藁パルプ、竹パルプ、ケ
ナフパルプ等の木本類のほか、草本類、綿、麻等が挙げられ、動物繊維としては、絹、羊
毛等の繊維が挙げられる。再生繊維としては、レーヨン、キュプラ等が挙げられ、半合成
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繊維としては、アセテート、トリアセテート、プロミックス等が、合成繊維としては、ナ
イロン、アクリル、ビニロン、ビニリデン、ポリ塩化ビニル、ポリエステル、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、ベンゾエート、ポリクラール、フェノール等の繊維が挙げられる。
なお、シート状基材１２としては、市販のものが用いられてもよく、自ら合成したものが
用いられてもよい。
【００４６】
　シート状基材１２の大きさや形状についても特に制限はなく、シート状抗菌性材料の用
途に応じて適宜決定されうる。
【００４７】
　なお、シート状基材１２に保持される各成分の種類などの具体的な形態については、第
１実施形態の欄において説明した通りであるため、ここでは説明を省略する。
【００４８】
　本形態の抗菌性材料においても、各成分が固体基材に保持される際には、ヨウ素系化合
物（Ａ）とヨウ素系酸化剤（Ｂ）との含有量の質量比が、（Ｂ）／（Ａ）＝１～１０００
となるように制御される。本形態の抗菌性材料においても同様に、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）
の含有量がヨウ素系化合物（Ａ）の含有量以上となるように、各成分の含有量が制御され
ると、上記のメカニズムが良好に進行し、抗菌性材料中に含まれるヨウ素が有効に利用さ
れうる。
【００４９】
　なお、本形態の抗菌性材料においても、含まれる各成分のそれぞれの含有量は、上記の
規定を満足する限り特に制限されない。例えば、ヨウ素系化合物（Ａ）の含有量は、酸化
されて生じたヨウ素の濃度が抗菌作用を発現するのに十分な量であればよく、固体基材の
種類（例えば、不織布や紙）に応じてその比重も変動しうるため一義的に規定することは
困難である。ただし、好ましい形態において、ヨウ素系化合物（Ａ）の含有量は、抗菌性
材料の全量に対して、好ましくは０．００００１～２０質量％、より好ましくは０．００
０１～５質量％、さらに好ましくは０．０００１～１質量％である。また、ヨウ素系酸化
剤（Ｂ）の含有量については、ヨウ素系化合物（Ａ）との質量比が上述の範囲内の値とな
るように制御し、さらに酸化合物（Ｃ）については、全てのヨウ素系酸化剤（Ｂ）を反応
させるのに十分な量を用いればよい。
【００５０】
　シート状抗菌性材料１０は、使用時において水分と接触すると、上述のメカニズムによ
ってＩ３

－やＩ５
－が生成する。これらのイオンはヨウ素色を呈するため、本形態のシー

ト状抗菌性材料は、目視によって使用前または使用後のいずれであるかを識別可能である
。ただし、本形態のシート状抗菌性材料１０においては、上述のメカニズムによりヨウ素
が再利用されうる。従って、ヨウ素色を呈して「使用後」であると識別された場合であっ
ても、充分に抗菌作用を発揮しうる。
【００５１】
　本形態の抗菌性材料においても、固体基材には必要に応じて他の添加剤がさらに保持さ
れていてもよい。固体基材にさらに保持されうる添加剤としては、例えば、第１実施形態
の抗菌性組成物の欄において説明した添加剤が例示されうる。
【００５２】
　また、本形態においては、他の添加剤もまた、有効に用いられうる。例えば、ヨウ素が
抗菌作用を示すとはいっても、ヨウ素色は一般的な汚染物と色調が類似している。このた
め、本形態のシート状抗菌性材料１０を、一旦ヨウ素色を呈した後に再度利用することは
、美観上好ましくない場合も生じうる。かような観点からは、本形態のシート状抗菌性材
料１０において、シート状基材１２にデンプンやその誘導体を保持させるとよい。かよう
な形態によれば、上述のメカニズムによってＩ３

－やＩ５
－が生成すると、これらはデン

プンやその誘導体と複合体を形成し、鮮やかな青紫色を呈する（いわゆる、「ヨウ素－デ
ンプン反応」）。従って、一旦使用されたシート状抗菌性材料１０の呈色に起因する美観
への悪影響が低減されうる。なお、Ｉ３

－やＩ５
－は、デンプンやその誘導体と複合体を
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形成した場合であっても、抗菌作用を発揮しうる。
【００５３】
　さらに他の添加剤としては、例えば、固体基材が紙である場合には、カチオン性デンプ
ンまたは両性デンプンを主成分とした内部接着剤、ポリアクリルアミド等の紙力剤、タル
ク、ケイソウ土および酸化チタン等の各種の填料、アニリン等の染料やクロムイエロー等
の顔料、ロジン、デンプン、にかわ、カルボキシメチルセルロース、ポリビニルアルコー
ル等の各種のサイジング剤、グリセリン等の光沢剤、界面活性剤、香料、色素、顔料等が
保持されうる。また、固体基材が繊維からなる織布や不織布である場合には、制電剤、安
定剤、黄変防止剤、滑剤等が保持されうる。
【００５４】
　本形態のシート状抗菌性材料１０は、乾燥していてもよく、湿潤していてもよい。ただ
し、金属に対する腐食性を低減させ、ヨウ素の安定性を向上させるという観点からは、乾
燥していることが好ましい。ここで、本形態のシート状抗菌性材料１０が湿潤している場
合、シート状抗菌性材料１０に含浸される含浸液としては、例えば、水や含水アルコール
、界面活性剤等が挙げられる。
【００５５】
　また、本形態のシート状抗菌性材料１０は、積層型であってもよい。積層型のシート状
抗菌性材料１０の形態としては、例えば、図２に示す形態が挙げられる。図２は、積層型
のシート状抗菌性材料を示す断面図である。図２に示す形態において、シート状抗菌性材
料１０は、第１のシート状材料１０Ａと、第２のシート状材料１０Ｂとからなる。そして
、第１のシート状材料１０Ａは、第１のシート状基材１２Ａにヨウ素系化合物（Ａ）１４
のみが保持された構成を有する。一方、第２のシート状材料１０Ｂは、第２のシート状基
材１２Ｂにヨウ素系酸化剤（Ｂ）１６および酸化合物（Ｃ）１８が保持された構成を有す
る。
【００５６】
　図２に示すように、ヨウ素系化合物（Ａ）１４とヨウ素系酸化剤（Ｂ）１６とが別々の
固体基材に保持されてなる積層型のシート状抗菌性材料１０は、使用前にはヨウ素色をほ
とんど呈さないため、好ましい。さらに、製造工程においてＩ３

－やＩ５
－が存在しない

ため、製造機器の腐蝕が防止されうるという観点からも好ましい。ただし、シート状抗菌
性材料１０の呈するヨウ素色が薄められた形態のみに、本発明の技術的範囲が制限される
わけではない。図２に示す形態のシート状抗菌性材料１０の呈するヨウ素色が低減される
理由については、下記の製造方法の欄において、詳述する。また、図２に示すように、酸
化合物（Ｃ）１８がヨウ素系化合物（Ａ）１４とは別の固体基材に保持されると、換言す
れば、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が保持された固体基材に酸化合物（Ｃ）１８が保持されると
、酸化合物（Ｃ）の影響による、ヨウ素系化合物（Ａ）からのヨウ素（Ｉ３

－やＩ５
－）

の生成の可能性を完全に除去できるという観点から好ましい。
【００５７】
　ここで、図２に示す形態のシート状抗菌性材料１０を構成する各シート状材料（１０Ａ
、１０Ｂ）および各シート状材料の本体である各シート状基材（１２Ａ、１２Ｂ）に冠せ
られる「第１の」および「第２の」という語は、ヨウ素系化合物１４と、ヨウ素系酸化剤
１６および酸化合物１８とが、それぞれ別々のシート状基材に保持され、それぞれ別々の
シート状材料を構成していることを示すために便宜的に用いられているに過ぎない。従っ
て、「第１の」および「第２の」という序列自体に格別の意味はない。また、第１のシー
ト状基材１２Ａの原料と第２のシート状基材１２Ｂの原料とは、同一であってもよいし、
異なっていてもよい。
【００５８】
　なお、本形態の抗菌性材料がシート状抗菌性材料である場合、各成分がシート状基材に
保持される形態は図２に示す形態のみには限定されず、任意の形態が採用されうる。例え
ば、図２に示す形態のほか、（１）ヨウ素系化合物（Ａ）およびヨウ素系酸化剤（Ｂ）が
第１のシート状基材に保持され、酸化合物（Ｃ）が第２のシート状基材に保持される形態
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；（２）ヨウ素系化合物（Ａ）および酸化合物（Ｃ）が第１のシート状基材に保持され、
ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が第２のシート状基材に保持される形態；（３）ヨウ素系化合物（
Ａ）が第１のシート状基材に保持され、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が第２のシート状基材に保
持され、酸化合物（Ｃ）が第３のシート状基材に保持される（ただし、第１～第３のシー
ト状基材の積層順序に制限はない）形態など、どのような形態も採用されうる。
【００５９】
　あるいは、本形態のシート状抗菌性材料１０は、図１および図２に示す形態のシート状
抗菌性材料１０の片面または両面に、本形態におけるシート状抗菌性材料以外のシートが
さらに配置されてなる積層型シートであってもよい。上述したように、本形態のシート状
抗菌性材料は使用時にヨウ素色を呈する場合がある。かような場合に、他のシートと積層
された積層型シートとすることで、ヨウ素色を呈する本形態のシート状抗菌性材料が被覆
され、外観が改善されうる。かような積層型シートにおいても、積層型シートの表面に付
着した微生物を含む汚染物は本形態のシート状抗菌性材料の層まで拡散しうるため、抗菌
作用は充分に発揮されうる。また、図２に示す形態のシート状抗菌性材料１０において、
第１のシート状材料１０Ａと第２のシート状材料１０Ｂとの間に、本形態におけるシート
状抗菌性材料や当該材料を構成するシート以外のシートがさらに配置されてもよい。かよ
うな積層型シートにおいても、抗菌作用は充分に発揮されうる。なお、本形態のシート状
抗菌性材料が積層型シートとされる場合、本形態のシート状抗菌性材料に加えて配置され
うるシートとしては、特に制限されないが、例えば、本形態において用いられうる基材か
らなるシートが、採用されうる。
【００６０】
　本形態のシート状抗菌性材料１０の製造方法については、特に制限はない。
【００６１】
　図１に示す形態のシート状抗菌性材料１０は、例えば、保持させたい成分を含む浸漬溶
液を調製し、当該溶液にシート状基材１２を浸漬させ、取り出して乾燥させるという手法
により、製造可能である。以下、工程順に説明する。
【００６２】
　まず、適当な溶媒を準備し、準備した溶媒に、上述したヨウ素系化合物（Ａ）１４、ヨ
ウ素系酸化剤（Ｂ）１６、および酸化合物（Ｃ）１８を添加することにより、浸漬溶液を
調製する。この際、上記の成分以外の成分をもシート状基材１２に保持させたい場合には
、保持させたい成分を同時に浸漬溶液に添加するとよい。また、従来公知の知見に基づい
て、これらの添加剤のほかにも、溶液の特性を変化させる目的で安定化剤等のその他の添
加剤が添加されてもよい。準備する溶媒については特に制限はなく、水、エタノール、メ
タノール、トルエン、酢酸エチル、アセトン、テトラヒドロフラン、ジメチルスルホキシ
ド、およびこれらの混合溶媒などが用いられうる。ただし、上記の各成分を充分に溶解さ
せうるという観点からは、水または水を主成分とする溶媒が好ましく用いられうる。
【００６３】
　次いで、別途準備したシート状基材１２を、上記で調製した浸漬溶液に浸漬させる。こ
れにより、浸漬溶液に含まれる各成分がシート状基材１２の内部および表面に保持される
。浸漬させる際の具体的な温度条件や浸漬時間については特に制限はなく、従来公知の知
見が適宜参照されうる。
【００６４】
　その後、浸漬溶液からシート状基材１２を取り出し、乾燥させる。乾燥の具体的な手法
についても特に制限はなく、自然乾燥が用いられてもよいし、加熱や送風による強制乾燥
が用いられてもよい。加熱時の温度条件や乾燥時間についても特に制限はなく、従来公知
の知見を参照して、適宜設定すればよい。
【００６５】
　以上、浸漬溶液に含まれる各成分を、浸漬法によりシート状基材１２の内部および表面
に保持させる形態を例に挙げて説明したが、本形態のシート状抗菌性材料１０の製造方法
がかような形態のみに制限されるわけではない。例えば、上記で調製した溶液をスプレー
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塗布やロール添着などの手法によりシート状基材１２の表面に塗布するといった手法が採
用されてもよい。そして、塗布後に同様の乾燥処理を施せばよい。かような形態によれば
、溶液中の各成分がシート状基材１２の表面に保持された形態のシート状抗菌性材料１０
が製造されうる。さらに、可能であれば、上記の浸漬溶液にさらにシート状基材１２の原
料を添加し、抄紙するといった手法が採用されてもよい。
【００６６】
　本発明のさらに他の形態によれば、上述したシート状抗菌性材料の好ましい製造方法が
提供される。本形態の製造方法によれば、図２に示す形態のシート状抗菌性材料が製造さ
れうる。すなわち、本形態は、溶媒にヨウ素系化合物（Ａ）を溶解させた溶液に、第１の
シート状基材を浸漬させて、前記第１のシート状基材に前記ヨウ素系化合物（Ａ）を保持
させる工程と、溶媒にヨウ素系酸化剤（Ｂ）および酸化合物（Ｃ）を溶解させた溶液に、
第２のシート状基材を浸漬させて、前記第２のシート状基材に前記ヨウ素系酸化剤（Ｂ）
および前記酸化合物（Ｃ）を保持させる工程と、前記第１のシート状基材および前記第２
のシート状基材を乾燥させる工程と、前記第１のシート状基材および前記第２のシート状
基材を積層する工程と、を有する、シート状抗菌性材料の製造方法である。参考までに、
本形態の製造方法により積層型のシート状抗菌性材料を製造する様子を図３に示す。
【００６７】
　本形態の製造方法は、図３に示すように、ヨウ素系化合物（Ａ）を含む浸漬溶液と、ヨ
ウ素系酸化剤（Ｂ）および酸化合物（Ｃ）を含む浸漬溶液とを別々に調製し、それぞれに
別々のシート状基材１２を浸漬させて各成分を保持させ、それぞれのシート状基材１２を
積層することによりシート状抗菌性材料１０とする点以外は、図１に示す形態のシート状
抗菌性材料についての上記の製造方法と同様である。
【００６８】
　本形態の製造方法により製造される、図２に示す形態のシート状抗菌性材料１０は、上
述したように、使用前にはヨウ素色をほとんど呈さない。これは、以下のように説明され
る。
【００６９】
　すなわち、保持される全ての成分を含む浸漬溶液を一度に調製すると、当該浸漬溶液に
おいて、上記の化学反応式（１）～（３）で示される反応が進行する。従って、ある程度
のＩ３

－やＩ５
－、Ｉ２が生成し、保持工程においてこれらも保持されることで、製造さ

れるシート状抗菌性材料１０はある程度のヨウ素色を呈する。これに対し、本形態の製造
方法によれば、保持される各成分が浸漬溶液中に一度に共存することがないため、ヨウ素
色を呈するＩ３

－やＩ５
－、Ｉ２が生成しない。このため、本形態の製造方法によって製

造されるシート状抗菌性材料は使用前にヨウ素色を呈することはほとんどないのである。
従って、本形態の製造方法によれば、美観上好ましいシート状抗菌性材料１０が製造され
うる。さらに、製造工程においてＩ３

－やＩ５
－が存在しないため、製造機器の腐蝕が防

止されうるという観点からも好ましい。
【００７０】
　本形態の製造方法においては、第１のシート状基材１２Ａおよび第２のシート状基材１
２Ｂのそれぞれに所望の成分を保持させた後、これを積層して、積層型のシート状抗菌性
材料１０とする。この際、各シート状基材１２を各浸漬溶液から取り出した後、乾燥前に
積層し、積層後に乾燥させてもよいし、各シート状基材１２を各浸漬溶液から取り出した
後、それぞれのシート状基材１２を乾燥させて、乾燥後に積層してもよい。上述のメカニ
ズムによりＩ３

－やＩ５
－、Ｉ２を生成させないという観点からは、乾燥後に積層する形

態が好ましく採用されうる。
【００７１】
　各シート状基材１２を積層することにより積層型のシートとする際の積層の手法は特に
制限されず、積層シートの製造分野において従来公知の手法が適宜採用されうる。積層手
法の選択にあたっては、第１のシート状基材１２Ａに保持された成分と、第２のシート状
基材１２Ｂに保持された成分とが積層時にはほとんど反応しないように考慮するとよい。
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積層手法の一例としては、例えば、第１のシート状基材１２Ａと第２のシート状基材とを
重ねて積層体とし、当該積層体の周辺部のみを熱接着する手法が挙げられる。その他の手
法が採用されても、勿論よい。
【００７２】
　本形態のシート状抗菌性材料１０は、各成分の保持量や固体基材などの形態が適宜調節
されることによって、種々の用途に適用されうる。例えば、微生物を含む汚染物が付着し
うる区画において本形態のシート状抗菌性材料１０を用いることで、汚染物が本形態のシ
ート状抗菌性材料１０に付着し、付着した汚染物中の水分との接触によって生成したヨウ
素イオン（Ｉ－）、ヨウ素系酸化剤（ＩＯ－、ＩＯ３

ー、ＩＯ４
－）、およびプロトン（

Ｈ＋）から、上述の化学反応式（１）～（３）に示すメカニズムによってＩ３
－やＩ５

－

が生成し、これらによって含まれる微生物が効果的に殺菌されうる。すなわち、抗菌作用
が発現する。
【００７３】
　よって、本形態のシート状抗菌性材料１０の具体的な用途としては、例えば、トイレ用
マットとしてトイレの床に敷く；実験台シートとして微生物を取扱う研究施設において実
験台や床の上に敷く；医療用シートとして医療機関における作業台や床の上に敷く；ペッ
ト用シートとしてペット用トイレや鳥かごの中に敷く；キッチンペーパーとしてキッチン
の作業台や床の上に敷くといった敷物用、浸漬殺菌シートとして微生物により汚染された
溶液に浸漬させるといった浸漬用、フィルタとして、エアコン、空気清浄器および掃除機
に装着されるといったフィルタ用などの形態が挙げられるが、これらに制限されるわけで
はない。また、上記のような種々の場所において、汚染物を拭き取るための拭き取り用に
用いられても、勿論よい。
【００７４】
　（第３実施形態）
　以上、固体基材としてシート状基材を用いたシート状抗菌性材料を例に挙げて本発明の
抗菌性材料の構成およびその製造方法を詳細に説明したが、本発明の技術的範囲は特許請
求の範囲の記載に基づいて定められるべきであり、シート状の形態のみに制限されるわけ
ではない。
【００７５】
　本形態の抗菌性材料のシート状以外の形態としては、例えば、固体基材として粒状基材
が用いられた粒状の形態が挙げられる。すなわち、本願は、固体基材が粒状基材である抗
菌性材料をも提供する。
【００７６】
　本形態の抗菌性材料は、固体基材の形状が粒状であること以外は上述したシート状抗菌
性材料と同様である。従って、ここでは詳細な説明を省略する。
【００７７】
　粒状基材の粒径は特に制限されず、粒状抗菌性材料の用途に応じて適宜決定されうる。
【００７８】
　本形態の抗菌性材料においては、第１実施形態の欄において説明した各成分が粒状基材
に含まれる。この際、各成分の含有形態について特に制限はない。例えば、ヨウ素系化合
物（Ａ）、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）、および酸化合物（Ｃ）の全てが同一の粒状基材に保持
されてなる形態であってもよい。この形態は、概念的には図１に示す形態のシート状抗菌
性材料に対応する。また、本形態の粒状抗菌性材料は、第１の粒状基材に、ヨウ素系化合
物（Ａ）が保持されてなる第１の粒状材料と、第２の粒状基材に、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）
および酸化合物（Ｃ）が保持されてなる第２の粒状材料と、が混合されてなる混合型の形
態であってもよい。この形態は、概念的には図２に示す積層型のシート状抗菌性材料に対
応する。ただし、これらの形態のみには制限されず、例えば、（１）ヨウ素系化合物（Ａ
）およびヨウ素系酸化剤（Ｂ）が第１の粒状基材に保持され、酸化合物（Ｃ）が第２の粒
状基材に保持される形態；（２）ヨウ素系化合物（Ａ）および酸化合物（Ｃ）が第１の粒
状基材に保持され、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が第２の粒状基材に保持される形態；（３）ヨ



(16) JP WO2006/123784 A1 2006.11.23

10

20

30

40

50

ウ素系化合物（Ａ）が第１の粒状基材に保持され、ヨウ素系酸化剤（Ｂ）が第２の粒状基
材に保持され、酸化合物（Ｃ）が第３の粒状基材に保持され、これらの粒状基材が均質に
混合されてなる形態など、どのような形態も採用されうる。
【００７９】
　粒状基材の形状やサイズについても特に制限はない。粒状基材の形状は球状であっても
よいし、直方体状や不定形状であってもよい。また、サイズについても、粒状と称される
程度に小さいもののほか、塊状や固形物といった印象を与えうる大きいものもまた、粒状
基材として用いられうる。
【００８０】
　本形態の抗菌性材料の製造方法についても特に制限はない。上述した第２実施形態の抗
菌性材料の製造方法において、用いる固体基材をシート状基材から粒状基材に代えること
で、本形態の粒状抗菌性材料が製造可能である。また、上述した第２実施形態の抗菌性材
料の製造方法と同様の思想によって、第１の粒状基材にヨウ素系化合物（Ａ）を保持させ
、第２の粒状基材にヨウ素系酸化剤（Ｂ）および酸化合物（Ｃ）を保持させ、そして各成
分が保持された第１の粒状基材と第２の粒状基材とを混合することによって、混合型の粒
状抗菌性材料が製造されうる。
【００８１】
　粒状である本形態の抗菌性材料は、各成分の含有量や固体基材などの形態が適宜調節さ
れることで、シート状抗菌性材料と同様のメカニズムによって種々の用途に適用され、抗
菌性を発揮しうる。そしてその際には、ヨウ素が有効に利用されうる。
【００８２】
　粒状である本形態の抗菌性材料の具体的な用途としては、例えば、ペット用トイレ砂と
してペット用トイレの底に敷くといった敷物用；布団用もしくは枕用充填材として布団や
枕の内部に充填するといった充填用などの形態が挙げられるが、これらに制限されるわけ
ではない。
【実施例】
【００８３】
　以下、実施例を用いて本発明をより詳細に説明するが、本発明の技術的範囲が下記の形
態のみに制限されるわけではない。
【００８４】
　＜実施例１＞
　水にヨウ素系化合物（Ａ）であるヨウ化カリウム（ＫＩ）（０．１０９質量％）、ヨウ
素系酸化剤（Ｂ）であるヨウ素酸カリウム（ＫＩＯ３）（１．０質量％）、酸化合物（Ｃ
）であるクエン酸一水和物（２．０質量％）、シクロデキストリン（ＣＤ）であるα－Ｃ
Ｄ（３．０質量％）およびメチルβ－ＣＤ（２．０質量％）を添加し、撹拌により溶解さ
せた水溶液１００ｍＬを準備した。
【００８５】
　上記で準備した水溶液に、１質量％デンプン試液１０ｍＬを添加し、ヨウ素－デンプン
反応による青色液を得た。
【００８６】
　この青色液に、０．０２Ｎチオ硫酸ナトリウム液を撹拌しながら滴下していくと、ヨウ
素の還元により青色が消失したが、チオ硫酸ナトリウム液の滴下を中止して撹拌を継続す
ると、初期と同等の青色が復活した。さらに、再度上記のチオ硫酸ナトリウム液を撹拌し
ながら滴下していくと、ヨウ素の還元により青色が消失したが、チオ硫酸ナトリウム液の
滴下を中止して撹拌を継続すると、再度初期と同等の青色が復活した。
【００８７】
　以上のことから、本実施例の水溶液においては、水溶液中に存在するヨウ化物イオン（
Ｉ－）が絶えずヨウ素（Ｉ３

－やＩ５
－）に再生されていることが示唆される。

【００８８】
　＜実施例２＞



(17) JP WO2006/123784 A1 2006.11.23

10

20

30

40

50

　以下の手法により、図３に示す製造方法に従って、図２に示す積層型のシート状抗菌性
材料を作製した。
【００８９】
　［浸漬溶液の調製］
　まず、第１の浸漬溶液の溶媒として、水を準備した。この水に、ヨウ素系化合物（Ａ）
であるヨウ化カリウム（ＫＩ）（０．１０９質量％）、並びに、シクロデキストリン（Ｃ
Ｄ）であるα－ＣＤ（３．０質量％）およびメチル－β－ＣＤ（２．０質量％）を添加し
、撹拌により均一に混合して、第１の浸漬溶液を調製した。
【００９０】
　一方、第２の浸漬溶液の溶媒として、上記と同様の水を準備した。この水に、ヨウ素系
酸化剤（Ｂ）であるヨウ素酸カリウム（ＫＩＯ３）（１．０質量％）、酸化合物（Ｃ）で
あるクエン酸一水和物（２．０質量％）、および上記と同様のメチル－β－ＣＤ（５．０
質量％）を添加し、撹拌により均一に混合して、第２の浸漬溶液を調製した。
【００９１】
　さらに、固体基材として、市販のパルプ製織布（株式会社サン・ジャパン製；「ペーパ
ー化学ぞうきん　厚手」）を５ｃｍ×５ｃｍのサイズに計２枚切断して、第１および第２
のシート状基材を準備した。
【００９２】
　上記で調製した第１および第２の浸漬溶液に、上記で準備した第１および第２のシート
状基材をそれぞれ浸漬させ、２５℃にて１分間放置し、浸漬溶液中の各成分をシート状基
材に保持させた。
【００９３】
　次いで、各浸漬溶液から各シート状基材を取り出し、これらを乾燥機による８０℃の熱
風に３０分間当て、各シート状基材を乾燥させた。
【００９４】
　そして、各シート状基材を積層した後に積層体をクリップで固定して、本実施例の抗菌
性シートを作製した。
【００９５】
　作製した抗菌性シートの中央部に、１質量％デンプン水溶液を滴下したところ、滴下部
位が鮮やかな青紫色を呈し、いわゆるヨウ素－デンプン反応が進行していることが確認さ
れた。このヨウ素－デンプン反応による呈色は短時間では消失せず、数時間程度維持され
た。
【００９６】
　＜実施例３＞
　市販のティシュー（エリエール（登録商標）、大王製紙株式会社製）を１枚ずつに剥離
後、３ｃｍ×３ｃｍのサイズに切断し、水に浸漬させて取り出し、指先で麦粒大に丸めて
水を切った。次いで、赤外吸収スペクトル測定用ＫＢｒ打錠機を用いて３００ｋｇの圧力
にて加圧して固化させて、粒状の固体基材を得た。そして、得られた固化物を２つの群に
分けて、自然乾燥させた。
【００９７】
　その後、一方の群には上記の実施例１で調製した第１の浸漬溶液を滴下し、他方の群に
は上記の実施例１で調製した第２の浸漬溶液を滴下して、浸漬溶液中の各成分を固体基材
に保持させた。
【００９８】
　次いで、各成分を保持させた固体基材を、８０℃の熱風に１時間当てることにより乾燥
させ、２つの群の固体基材を均一に混和して、粒状の抗菌性材料を作製した。
【００９９】
　作製した粒状の抗菌性材料に、１質量％デンプン水溶液を滴下したところ、滴下部位が
鮮やかな青紫色を呈し、いわゆるヨウ素－デンプン反応が進行していることが確認された
。このヨウ素－デンプン反応による呈色は短時間では消失せず、数時間程度維持された。
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【０１００】
　以上のことから、実施例１のシート状の抗菌性材料および実施例２の粒状の抗菌性材料
の双方において、水分との接触によりＩ３

－やＩ５
－が生成し、さらにヨウ素の作用が長

時間維持されうることが示された。従って、本発明の抗菌性材料は、汚染物と接触した際
にも抗菌作用を発揮しうることが示唆される。
【０１０１】
　なお、本出願は、２００５年５月１９日に出願された日本特許出願第２００５－１４６
９７２号に基づいており、その開示内容は、参照により全体として引用されている。

【図１】

【図２】

【図３】
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【国際調査報告】
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